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今冬の感染拡大を見据えた新型コロナウイルス対策等に関する要望 
 
 
 新型コロナウイルス感染症対策について、先日、新型コロナウイルス感
染症対策分科会において、「今秋以降の感染拡大で保健医療への負荷が高ま
った場合に想定される対応」がとりまとめられ、オミクロン株と同程度の
変異株による感染拡大を想定して医療のひっ迫度等に応じたレベル分類の
見直しとともに、感染拡大が著しい都道府県において行う取組が示された。 
現在、新規陽性者が増加傾向にあり、今後、感染急拡大やインフルエン

ザとの同時流行も懸念されていることから、都は、都民一人ひとりの命と
健康を守り、感染拡大防止と社会経済活動の回復との両立を進めるため、
東京モデルとして、これまで築き上げてきた保健・医療提供体制の枠組み
を活かし、先手先手で対策に取組んでいる。 
しかしながら、今後もコロナと共存する社会の実現に向けた歩みを着実

に進めていくためには、国と都がより一層緊密に連携し、これまでの知見
や経験を活かして実効性のある対策を講じていく必要がある。 
今冬の感染拡大を見据え、国として新型コロナウイルス対策に取組んで

いくにあたり、下記のとおり要望する。 
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記 
 
 
１ 新型コロナウイルスの法令上の位置付けの見直し 
   今秋以降の感染拡大時への対応は、今夏の「BA.５対策強化地域」の

対応等が基本となっており、新たな行動制限は行わず社会経済活動を
維持しながら高齢者等に重点を置いて感染拡大防止策を講じるとの 

  基本方針に変更はない。 
   今後、コロナと共存する社会を速やかに実現するためにも、この感

染症に対する国全体としての方向性を一層明確にするとともに、新型
コロナウイルスの特性を踏まえて、感染症法や特措法上の位置付けを、  
実態に応じて見直すこと。 

 
 
２ 感染拡大で保健医療への負荷が高まった場合の対応 
（１）社会経済活動と感染防止対策の整合性について 
   医療負荷増大期において、「対策強化宣言（仮）」を実施し、住民に

より慎重な呼びかけ・要請を行っても感染拡大が続く場合等には、「医
療非常事態宣言（仮）」を行い、帰省、旅行も含めた外出自粛を要請す
るとしている。一方、飲食店や施設への時短・休業は要請しないこと
としており、また、現在は、経済活性化施策（全国旅行支援や GO TO 
EAT等）を実施していることから、住民への呼びかけ・要請について理
解が得られないことが懸念される。 

   社会経済活動を維持しつつ、外出自粛要請を行うこととの整合性に
ついて、国としての考えを示すこと。 

 
（２）まん延防止等重点措置等の取扱いの明確化 
   医療ひっ迫が生じる場合などにおいては、行動制限を含む実効性の

高い強力な感染拡大防止措置等が考えられるとなっているが、医療機
能不全期の対応にも、まん延防止等重点措置や緊急事態措置が明記さ
れていない。 

   重点措置や緊急事態措置の今後の運用の方針や適用基準について基
本的対処方針において明確にすること。 

 
 
３ コロナとの共存に向けた保健・医療提供体制の確立 
 
（１）コロナとの共存に向けた保健・医療提供体制について 

コロナとの共存に向け、感染急拡大やインフルエンザとの同時流行
時においても、患者の症状や重症化リスク等に応じて適切に診療・検
査を受けられる体制の整備や病床の確保、必要十分な治療薬の供給・
流通、新型コロナワクチンの接種促進などに関する取組を支援するこ
と。あわせて国において財政的な支援を行うこと。 
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（２）病床確保料について 
   国から示された病床確保料の再見直しにおいて、都道府県知事の判

断で調整の対象外とすることが出来る条件が示されたが、都道府県知
事が判断するにあたり、考え方や基準を明示すること。 

 
（３）自治体におけるオンライン診療体制強化の取組への支援 
   今冬の感染拡大への対策として、各都道府県において、オンライン

診療の体制を大幅に強化することが方針として示されたが、都道府県
によるオンライン診療センターの設置等の取組にかかる経費について
は、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象とならない
こととされている。今冬の感染ピーク時における外来ひっ迫を回避す
るための緊急避難的な措置であり、全額を国費の対象とすること。 

 
（４）医療機関への支援 
   コロナとインフルエンザの同時流行下において、小児が発熱した際

には、地域の発熱外来やかかりつけ医を受診するとされていることか
ら、小児医療機関については、診療・検査医療機関であるか否かに関
わらず、コロナ疑い患者を診察した場合の診療報酬の加算を認めるこ
と。 

   また、休日や年末年始期間の外来医療体制を確保するため、診療や
検査を行う医療機関に協力金を支払う場合、国費の充当を認めること。 

 
 


